
平成２２年度　包括外部監査結果に基づき講じた措置（上下水道局）

１　選定した特定の事件　　水道事業の財務事務の執行と経営に係る事業の管理について

２　地方自治法第２５２条の３７第５項に基づく監査の結果における「指摘事項」に対す
　　る措置及び、地方自治法第２５２条の３８第２項にもとづく「意見」に対する措置に
　　ついて

　　なお、講じた措置について以下のとおり区分表示しています。
　　　　　　　　　①措置を講じた

　　　　②今後の措置方針を決定した
　　　　③措置を講じたり、今後の措置方針決定には相当期間を要す
　　　　④客観的理由により措置できない
　　　　⑤関係部局等と協議・調整を要する

番 区

号 分
1 料金設定

(1)適切な資
産維持費の
確保と段階
的な料金改
定の実施
（P24）

（意見）
①下関市では平成23年4月に水
道料金改定を予定しているが、
前回料金改定から既に約15年が
経過している。長期的な投資計
画に基づく将来の資金需要に対
する健全な対処が可能となるよ
う、自己資本の充実を念頭に置
いて、適切な料金水準に向けて
の段階的な料金改定の実施が望
まれる。

②

　お客様の負担増となる料金改定
（値上げ）はできる限り避けるべき
であるという基本的な考え方は変わ
りませんが、今後は長期財政計画
（上下水道局における１０年先まで
の財政収支見込みのことであり、毎
年６月に前年の事業実績をもとに見
直しを行っている。）に基づき将来
の資金需要を見込み、自己資本の充
実も考慮したうえで料金改定の要否
を検討します。

（意見）
②将来の投資計画等に照らして
適切な水準の資産維持費を確保
できる資産維持率の設定と、こ
れに基づく料金改定の実施が望
まれる。 ③

　資産維持費を充実させると設備投
資資金の財源である企業債への依存
度を下げ、長期的には企業債利息の
減というメリットがありますが、料
金算定期間を超えた将来の負担をお
客様に求めることにもなります。
従って資産維持費算出のための資産
維持率の設定にあたっては将来的な
水需要、設備投資等総合勘案の上適
正に処理したいと思います。

(2)総括原価
への導入項
目の決定及
びその算定
（P26）

（意見）
①休止固定資産の減価償却費や
繰延勘定償却費は、料金算定に
おける総括原価の計算から除外
すべきである。

②

　今後の料金改定においては、休止
固定資産の減価償却費や繰延勘定償
却費について総括原価算定から除外
します。

（意見）
②下水道使用料徴収受託料相当
額は、料金算定における総括原
価の計算から除外すべきであ
る。

②

下水道使用料徴収受託料は下水道事
業で負担すべき費用であるため、今
後の料金改定時における総括原価算
定から除外します。

項目 監査の結果及び意見（要旨） 措置内容及び改善方針
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（意見）
③総括原価の退職給与金算定に
当たっては、期間的な負担の公
平を担保すべく、退職給与引当
金制度を前提とすることが望ま
れる。

②

　新地方公営企業会計制度において
は、退職給与引当金について年度末
に全職員が退職した場合に要する費
用の全額を段階的に引当てることが
義務づけられる見込みですので、新
制度施行後の総括原価算定は当該制
度に基づきおこないます。

(3)総括原価
の基本料金
と水量料金
への配賦
（検針集金
費）
（P27）

（意見）
需要家費たる検針集金費は、将
来的に原則通り基本料金に配賦
することが望まれる。
　平成23年の料金改定案において
は検針集金費を水量料金に配賦し
ているが、検針集金費は各使用者
に対して均等に発生する費用であ
り本来基本料金に含めるべきもの
である。

②

　今後の料金改定においては、検針
集金費について「水道料金算定要
領」に示されるとおり基本料金へ配
賦したいと考えています。

2 水道料金の
徴収・滞納
管理

(1)口座推進
策の実施
（P32）

（意見）
口座制による納付推進のため、
割引制度等の口座制推進策の費
用対効果を勘案しつつ、導入に
ついて検討していくことが望ま
れる。

①

　口座振替推進策として口座振替申
込書の郵送を今年度実施予定です
が、今後も水道料金収納率向上に努
めたい。

(2)滞納発生
原因ごとの
集計と分析
(P33）

（意見）
より効果的かつ効率的な滞納回
収の体制づくりや回収方法の改
善のために発生原因ごとの滞納
件数や金額の集計を行うことが
望ましい。

②

　徴収業務委託業者へ滞納者ごとの
督励情報に更に具体的な滞納発生原
因を記載するよう指示しました。
　これにより、今後は、発生原因ご
との滞納件数の集計及び分析を行
い、民間業者への徴収業務委託のメ
リット生かした、例えば、土日の督
励回数の増加を図るなど、効率的な
料金徴収を図ります。

(3)市役所と
の連携
（P34）

（意見）
下関市役所との更なる連携体制
を構築することが望まれる。

⑤

　今後、下関市債権管理委員会の所
管部局の一つとして、当該委員会を
通じ、個人情報保護法等の適用に配
慮しながら、市役所の債権管理部門
から滞納整理の情報を得ることによ
り、全庁的な未収金対策の枠組みの
中で滞納の回収を進めてまいりた
い。

3 会計処理

(1)営業費用
の期間帰属
について
（P35）

（指摘事項）
平成20年度に発生した費用であ
るにもかかわらず、平成21年度
の費用として計上されているも
のがあった。
地方公営企業法第20条に基づ
き、すべての収益・費用につい
て発生主義の原則によって会計
処理を行うべきである。

①

　指摘のあった電気料を含め、会計
処理においては発生主義に基づき適
切に処理します。
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(2)営業費用
間の按分に
ついて
（P36）

(意見）
複数の費用科目にまたがる請求
額についてまとめて請求を受け
た場合に特定の費用科目に一括
して計上しているものがある。
合理的な按分計算が可能な費用
については、発生した費用を適
切な費用科目に按分して計上す
ることが望ましい。

②

　合理的な按分計算が可能な費用に
ついては、適切な費用科目に按分し
て計上するように努めます。

(3)退職給付
引当金
（P37）

（指摘事項）
毎年度退職給与金の不用額を退
職引当金として積み立てている
が、期末日の債務の適切な表
示、適正な期間損益計算及び料
金算定における適切な総括原価
認識を可能とするためには、退
職給与引当金の会計処理方法と
して、退職金にかかる費用を全
勤務期間に負担させる期末要支
給額による方法を適用すべきで
ある。

②

　新地方公営企業会計制度では退職
給付引当金の計上も義務化され、算
定方法も期末要支給額になることか
ら、本市の経営状況を考慮の上、年
次計画を設定するなど適正に対応い
たします。

(4)修繕引当
金
（P41）

（指摘事項）
賃借対照表上、修繕引当金の計
上はなされていないが、期末日
の債務の適切な表示、適正な期
間損益計算及び料金算定におけ
る適切な総括原価認識のため
に、大規模修繕については修繕
引当金を計上すべきである。

②

　今後、改修が必要になってくる施
設は、状況により改良工事、改修工
事、修繕に区分して毎年度作成する
長期財政計画により計画的に維持補
修を行っており、現状を継続したい
と考えています。
　なお、新地方公営企業会計制度に
おいて定める要件に該当する場合
は、引当金として計上する予定で
す。

(5)繰延勘定
（P43）

(意見）
新長府浄水場移転計画のために
支出された種々の事業費が、当
該移転計画の中止に伴い繰延勘
定として計上されている。建設
改良費に係る調査費について開
発費として繰延勘定に整理する
会計処理は、一般に公正妥当と
認められる会計処理方法と考え
られるが、調査費の範囲につい
て明確な基準はない。
調査費の範囲を明確にしたうえ
で、当該調査費に該当しないも
ので、建設仮勘定に計上された
ものの計画が中止になってし
まった支出に関しては、繰延勘
定に計上せず、固定資産除却損
として会計処理することが望ま
しい。

④

　当該支出は、長府浄水場移転更新
に必要とする調査費等であり、公営
企業法に則り繰延勘定にて処理して
います。
　また、新地方公営企業会計制度の
施行にあたり、「現在、繰延勘定に
計上されている項目については償却
を終えるまで繰延勘定への計上を可
能とする」旨、総務省から通知がな
されており、平成25年度を最終年度
として償却するものと考えていま
す。
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(6)豊浦不明
残高の処理
（P44）

（指摘事項）
預り金の中に内容不明のものが
存在している。帳簿上、内容不
明の残高が存在することは望ま
しくないため、当該内容につい
てさらに調査し、それでも依然
として内容が不明であるならば
雑収入として処理すべきであ
る。

②

　内容不明の預かり金1,257,721円に
ついて調査した結果、豊浦町給水工
事指定店保証金530,000円、谷吉団地
水道事業費負担金727,751円であるこ
とが判明しました。いずれも水道事
業会計に帰属すべき金銭なので、保
証金530,000円は特別利益の過年度損
益修正益へ、負担金727,751円は資本
剰余金の工事負担金へ平成23年度で
振り替えの会計処理を行います。

4 入札・契約

(1)入札・契
約の実施状
況
（P46）

（意見）
②公開見積合わせについて
少額の物品購入契約の自由参加
型見積制度を実施している事実
を、現在よりも周知させるため
に下関市のホームページ等への
掲載を行うことが望ましい。

⑤

　公開見積り合せに関する情報につ
いては上下水道局本局４階の固定場
所に掲示していますので参加業者に
は十分周知されていると考えます
が、さらに参加者を広く募り競争性
を高めるためにもホームページでの
情報提供について今年度中に実施の
方向で市長部局と協同で取り組んで
います。

(2)業務委託
の状況
（P51）

(意見）
導・送・配・給水管修繕待機業
務は、業者の見積もり及び過去
の契約を参考に予定価格を決定
しているが、業務の内容と関与
する人員等が明確な業務の予定
価格は、前年度の実績のみなら
ず積算基準による方法が望まし
い。

①

　当該業務については、他都市の事
例等を参考として積算基準を定め、
平成２３年度の契約から予定価格の
決定方法を積算基準による方法に改
めました。

(指摘事項）
北部事務所における3つの待機
業務契約は、それぞれ過去の契
約額を予定価格として利用して
いるため、同一の業務であるも
のの地域によって予定価格が異
なっている。同一の業務につい
ては同額の予定価格を設定すべ
きである。

①

　当該業務も積算基準を定めました
ので、平成23年度実施分から同一業
務の場合、予定価格も同額となって
います。
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5 資産管理

(1)出納管理
（P55）

(指摘事項）
所有者不明の現金が金庫内に保
管されていた。調査を行ったう
えで、適切に処理すべきであ
る。

②

　所有者不明の現金12千円は、平成
12年頃職員用の給料袋から取り忘れ
た給料として発見されたものです。
当時給与の現金支給者を対象に調査
を行いましたが、所有者の特定に至
らず現在まで保管されたままになっ
ていました。指摘を受け、当時の担
当者等に再度電話で聞き取り調査を
行いましたが、やはり本件に関し新
たな情報はありませんでした。
　当該不明金の処分については前述
のとおり公金でないことは明らかで
すので、何らかの形で職員の福利厚
生等に充てたいと考えています。
　今後金庫で現金を保管する際は、
目的・保管期間・取扱者などを明確
にしたうえで保管します。

(2)たな卸資
産等管理
（P56）

（指摘事項）
①水道メータ（量水器）のたな
卸結果が、固定資産台帳に正し
く反映されていなかった。

①

　水道メータ2個について、固定資産
台帳の除却の処理を行い是正いたし
ました。
　また、水道メータの資産管理の手
順書の中に固定資産台帳の除却処理
の項目を加え、事務処理に遺漏が生
じないよう改善いたしました。

（意見）
水道メータ（量水器）のたな卸
の際に、固定資産システムとの
照合業務を行うことが望まし
い。

②

　今後は適切なたな卸資産管理のた
め、水道メータのたな卸の結果報告
と固定資産台帳との照合作業を半年
に１回行なうこととしました。

(3)固定資産
管理
（P63）

(意見）
①経営統合等に伴う固定資産の
管理について
　事後的な検証を可能にするた
めに、決算書作成のための各種
の基礎資料については、保存期
間を長期化することが望まし
い。

②

　資産管理に関し固定資産台帳及び
関係資料の保存年限については、下
関市上下水道局文書取扱規程第４１
条及び保存年限基準に基づき設定し
ておりますが、今後はその他の関連
資料についても資料価値を検討の
上、適正に年限を設定いたします。

（P65） （意見）
②固定資産の取得について
　固定資産システム上の取得年
月日を固定資産システムへの登
録日ではなく、実際の取得日に
することが望ましい

④

　固定資産の取得に係る減価償却
は、下関市上下水道局会計規程第１
２９条第１項で翌年度から行うと規
定しており、取得日の登録時期に関
しては、一括して当年度末としても
減価償却に係る事務処理に遺漏は生
じませんし、一括処理することによ
り決算事務を迅速に処理することが
可能となります。
　また、資産取得に関する詳細情報
はしゅん工精算書で確認することが
できますので、当該処理については
現行手法を継続したいと考えていま
す。
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(指摘事項）
②固定資産システムへの登録に
おいて、耐用年数については地
方公営企業法施行規則別表第2
号に則った登録をすべきであ
る。

②

　誤った耐用年数の登録は、適正な
耐用年数に修正入力しました。
　今後は資産の種類、構造・用途・
耐用年数等を複数人で確認し適正処
理に努めます。

（P70） （指摘事項）
④資産の除却
類似する複数の資産を一つの資
産番号で登録している場合があ
るが、資産番号を分けて登録す
べきである。また、このような
場合において、その一部が撤去
された場合には、撤去された部
分に該当する金額を除却処理す
べきである。

②

　現在では複数の資産を取得した
際、別々の資産番号を付番し登録管
理していますが、過去においては類
似する複数資産を一件の固定資産と
して登録しているケースもありま
す。このような資産の一部撤去につ
いては、工事明細書及び積算資料等
を参考に撤去部分の金額を算出し一
部除却することを原則としています
が、一部除却の金額が算出できない
場合は全資産の撤去完了まで除却を
保留しています。
　なお、今回指摘となった資産につ
いては平成22年度に全資産の撤去が
完了しましたので併せて除却処理も
済ませました。

（P71） （意見）
⑤-1　現物管理について
有形固定資産のうち、工具・器
具備品については決算品、貯蔵
品と同時に年１度の現物調査
（実地照合）を実施することが
望ましい。

③

　工具・器具備品の年１回の実地調
査について、３年に１度実施する固
定資産調査の予備調査として、毎年
実施することを検討いたします。
（ＱＭＳ内部監査の監査事項に盛り
込むことについて検討します。）

（意見）
⑤-2　実地照合を正確に実施で
きるように実施マニュアルを作
成し、適宜見直していくことが
望ましい

②

　実地照合を行うに当たり、全局、
統一的な実施マニュアルを平成２３
年度中に作成いたします。

（P74） （指摘事項）
⑥建設仮勘定について
固定資産の取得に要する支出を
建設仮勘定に計上する場合に
は、あらかじめ配賦基準を明確
にするべきであり、当該配賦基
準を設けることが困難な場合に
は建設仮勘定に計上せず、発生
年度の費用として処理すべきで
ある。

②

　建設仮勘定による会計処理方法は
公営企業法に則り処理をしておりま
すが、平成２３年度からは工事担当
課から提出される未しゅん工精算書
に固定資産の配賦先及び完成年度等
を記載させることで適正に対応いた
します。

6 人件費

(2)建設改良
費に含まれ
る職員給与
費について
（P79）

(意見）
資本勘定職員数については、明
確な基準を作成し、年度ごとに
見直しを行うことが望ましい ③

　資本勘定職員数についての基準設
定は公営企業全体の定員管理にも多
大な影響があるため、会計への影響
や他都市の状況等を踏まえ方針決定
します。
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7 地方公営企
業会計制度
の見直し
（P81）

（将来に向けて）
地方公営企業会計基準が改正さ
れた場合、各種システム改修や
決算処理に必要な追加の情報収
集、及び経理担当職員への教育
等、さまざまな実務上の負担が
増加することは想像に難くな
い。現時点での大まかなシミュ
レーションを行い、地方公営企
業会計基準の改正が実行に移さ
れた際に必要な対応等について
事前に検討を進めていくことが
望まれる。

②

　新地方公営企業会計制度は複数年
度にわたり段階的に会計制度が見直
される予定のため、それらの法改正
に遺漏なく対応できるよう準備を進
めます。

9 その他

(2)㈶下関水
道サービス
公社への業
務委託につ
いて
(P102）

（指摘事項）
㈶下関市水道サービス公社への
委託業務の予定価格は、委託す
る個々の業務ごとに必要な費用
を見積もる方法で算定すべきで
ある。

②

　ご指摘のとおり個々の業務ごとに
契約額の妥当性を判定すべきである
ため、㈶下関市水道サービス公社へ
委託している水道施設の維持管理等
業務の予定価格についても、今後は
個々の業務ごと必要な費用を見積も
る方法に改めます。

(3)下水道事
業で発覚し
た不適切な
経理処理へ
の対応状況
及び同時に
発覚した決
算品のたな
卸体制の不
備について
（P105）

(意見）
決算品、貯蔵品の実地調査のマ
ニュアルを作成することが望ま
しい。
不適切な経理処理（不正経理）
への対応として、購入備品の年
1回の実地調査（現物調査）を
徹底するとされているが、実地
調査を行うための実施マニュア
ル等は存在しない。実地調査の
非効率性を排除し、各課での実
地調査の実施水準を一定以上に
保つために内部統制を構築する
必要がある。

②

　不適切な経理処理への対応とし
て、
①購入物品の受領にあたり受領者が
実施伺いと照合確認の上、納品書ま
たは配送伝票へ受領日、受領者氏名
を自署し責任の所在を明確にする。
②企業出納員の管理の行き届きにく
い他課所の金銭及び物品の出納管理
を適正に実施するため、「分任企業
出納員」を新設し、各所属長の責任
において行うこととした。
③備品の実地調査を分任企業出納員
が毎年１度行うこととし、実施結果
を企業出納員に報告することとし
た。
以上３つを再発防止策としました。
なお、備品の実地調査に関するマ
ニュアルを平成２３年度中に作成い
たします。
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